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２０２２年６月１０日 日本鉄道労働組合連合会 

３産別共同行動【2022 年春・第４弾】～サービス連合・航空連合と連携！～

ＪＲ連合、サービス連合、航空連

合による３産別は６月７日、山際内

閣府特命大臣要請（５月 19 日）に続

き、斉藤鉄夫国土交通大臣に要請を

行った。荻山市朗ＪＲ連合会長のほ

か、後藤常康サービス連合会長、内

藤晃航空連合会長、ＪＲ連合国会議

員懇談会副会長の伴野豊衆議院議

員、航空連合政策議員フォーラム事

務局次長の道下大樹衆議院議員が

参加した。 

要請書を手交した後、荻山会長から要請内容の概要を説明し、移動に対する不安

払拭と需要回復へ政策支援を行うこと、とりわけ“ＧｏＴｏトラベルキャンペーン

が国民に外出を促すメッセージ”になるため、可能な限り早期に再開すること、二

拠点居住等コロナ禍に伴う新たな働き方に対応する税制等の支援措置を講ずること

などを要望した。続いて、後藤サービス連合会長と内藤航空連合会長は、それぞれ

の産業の蓄積ダメージが大きく、中長期的な支援が必要であることを訴えた。 

斉藤国交大臣は、要請内容の全般について大きな理解を示した。そのうえで個別

の項目について、まず公共交通等の利用が新型コロナウイルス感染症の感染拡大に

繋がったという必ずしも事実に基づかないイメージが社会的にあることに理解を示

し、科学的な知見に基づく情報提供や広報活動に努めていく旨回答した。 

また、ＧｏＴｏキャンペーンの早期再開の必要

性についても理解を示すとともに、再開となった

暁には、2020 年に実施した際の課題であった「公

共交通利用に繋がっていない」という点の改善も

政策に盛り込みたい旨の発言がなされた。さら

に、一過性ではない支援を求めたことに対して

は、失った経営体力を回復させるためには需要喚

起のための施策が不可欠であり、息の長い支援が

必要であることに言及した。 

最後は伴野副会長が、「この３産別は人が資源であり、人が産業を支えている。こ

うした内情も踏まえて引き続きの支援をお願いしたい」と締めくくった。 

斉藤国交大臣の非常に丁寧かつ要請に最大限理解を示す回答は、苦境に喘ぐ３産

別に大きな勇気を与えるものになった。また、複数名同席した省内の担当幹部から

も回答があり、国交省が一体となって交通運輸・観光サービス産業を守る決意が示

された。こうした心強い理解を得ながら、引き続き我々は苦境からの反転攻勢に向

けて、各種取り組みに邁進していく。 


